
（単位：千円）

増減

0 551,402 ▲551,402

1
企画管理部
(広報課)

フォーリンプレスツアー事業
費

隔年実施とすることとし、平成22年度は実施しない。 0 1,833 ▲1,833

2
企画管理部

(山田総務振興
課)

ケーブルテレビ放送事業特
別会計繰出金

ケーブルテレビ事業（山田）を平成22年4月に民間譲渡することに伴い特
別会計を廃止するもの。

0 21,595 ▲21,595

3
企画管理部

(山田総務振興
課)

(ケーブルテレビ放送事業)
ケーブルテレビ放送事業

ケーブルテレビ事業（山田）を平成22年4月に民間譲渡することに伴い特
別会計を廃止するもの。

0 24,046 ▲24,046

4
財務部
(契約課)

電子入札システム事業費
電子入札の全面稼動から1年経過し、システム上の運用が安定してきた
こと、及び、平成22年度は、現時点でシステム改修を必要とする入札制
度の改正を予定していないことから、平成21年度をもって休止とする。

0 6,984 ▲6,984

5
福祉保健部
(長寿福祉課)

敬老会関連事業 平成21年度をもって補助金を廃止する。 0 8,844 ▲8,844

6
市民生活部
(スポーツ課)

少年体力つくり活動事業費
平成22年度に策定する富山市生涯スポーツプランで事業の方向性（有
無）について検討するため、平成21年度をもって事業を休止する。

0 1,200 ▲1,200

7
市民生活部
(スポーツ課)

企業クラブチーム等育成事
業

平成22年度に策定する富山市生涯スポーツプランで事業の方向性（有
無）について検討するため、平成21年度をもって事業を休止する。

0 860 ▲860

8
環境部

(環境政策課)
秦皇島市環境保護研究生受
入事業

平成21年度をもって事業を休止する。 0 920 ▲920

9
商工労働部
(商業労政課)

経営支援プロジェクト支援事
業補助金

平成21年度をもって事業を廃止する。 0 100 ▲100

10
商工労働部
(観光振興課)

海外観光宣伝事業 平成21年度をもって事業を廃止する。 0 2,000 ▲2,000

11
商工労働部
(観光振興課)

日韓芸能交流事業 平成21年度をもって事業を廃止する。 0 3,000 ▲3,000

12
農林水産部
(農業水産課)

畜産基盤再編総合整備事業
当初5ケ年計画だったが、事業の辞退や繰上げにより事業が終了したた
め平成21年度をもって事業を廃止する。

0 160,154 ▲160,154

13
農林水産部
(農業水産課)

新規担い手支援事業 当該事業者がいないため、平成21年度をもって事業を休止する。 0 10,000 ▲10,000

14
農林水産部
(農業水産課)

とやまのお魚ＰＲ推進事業 岐阜市でのイベントを平成21年度をもって廃止する。 0 2,500 ▲2,500

15
農林水産部
(森林政策課)

市単独森林整備事業
野生生物との棲み分けや、景観形成等を推進するための森林施業を、
国の補助事業（森林環境保全整備事業）等を活用し実施するため、平成
21年度をもって休止とする。

0 16,000 ▲16,000

16
農林水産部
(農村整備課)

防災機能増進事業 モデル的に実施した事業が終了したため平成21年度をもって廃止する。 0 400 ▲400

17
農林水産部
(農村整備課)

(農業集落排水事業)
農業集落浄化槽建設費

事業の実施が困難なため、新たな補助制度を創設し、本事業について
は平成21年度をもって廃止する。

0 244,890 ▲244,890

No.

廃止・休止　計（２６件）

事務事業の見直し結果一覧

事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算



増減No. 事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算

18
都市整備部

(中心市街地活
性化推進課)

アーバン・アテンダント事業
清掃等のアテンダント活動の必要性が薄くなったことから平成21年度を
もって事業を休止する。

0 1,180 ▲1,180

19
建設部

(河川港湾課)
洪水ハザードマップ策定事
業

洪水ハザードマップ及びホームページの作成が完了したため、今後洪
水ハザードマップの修正等が必要となるまで、平成21年度をもって本事
業を休止する。

0 3,100 ▲3,100

20
建設部

(公園緑地課)
大川寺公園整備事業

地権者等との話し合いに不測の時間を要しており、事業着手の見込み
が立たないため、事業自体を平成21年度をもって休止とする。

0 20,000 ▲20,000

21
建設部

(公園緑地課)
園内遊具整備事業 平成22年度については該当事業なしのため、事業を休止する。 0 1,500 ▲1,500

22
建設部

(市営住宅課)
公営住宅建替推進事業費 平成22年度については該当事業なしのため、事業を休止する。 0 9,100 ▲9,100

23
教育委員会
(学校教育課)

学力調査実施事業
平成23年度から、調査の実施を中学校第1学年に移行し、全中学校に
おいて、集団準拠による標準検査を実施する予定。このため、平成21年
度をもって、小学校第6学年での実施を休止する。

0 5,236 ▲5,236

24
教育委員会
(学校教育課)

スクールソーシャルワーカー
活用事業

県の委託事業から、県の直接執行事業となったことにより平成21年度を
もって事業を廃止する。

0 3,160 ▲3,160

25
教育委員会
(生涯学習課)

とやま子育て自然体験活動
事業

平成21年度をもって事業を廃止する。 0 1,500 ▲1,500

26
教育委員会
(図書館)

音と映像資料充実事業費 資料の新規購入について、平成21年度をもって休止する。 0 1,300 ▲1,300

834,023 1,516,534 ▲682,511

1
企画管理部
(企画調整課)

ガラスの街づくり事業 屋外ショーケース保険の見直し、ＰＲ事業の廃止による事業費の減。 13,782 32,284 ▲18,502

2
企画管理部
(企画調整課)

飛越交流会 事業内容の見直しによる事業費の減。 474 800 ▲326

3
企画管理部
(行政管理課)

公文書館運営事業
平成21年度で整備事業が完了し、平成22年度から管理運営を行うため
事業費減。

4,004 11,364 ▲7,360

4
福祉保健部

(こども福祉課)
地域子育て支援事業 補助金額（220千円→173千円）の見直しによる事業費の減。 4,498 5,280 ▲782

5
福祉保健部

(こども福祉課)
運営費等補助事業（認可施
設）

保育環境向上事業補助金における定員区分(90人以下→100人以下）及
び補助基本額（1区分300千円減額）の見直しによる事業費の減。

246,416 250,360 ▲3,944

6
福祉保健部

(こども福祉課)
市立保育所民営化事業

大型遊具整備事業(補助対象経費1,000千円(上限)の3/4)における補助
対象経費に区分を設定し、補助率を細分化することによる事業費の減。
〔補助対象経費500千円超：補助率3/4(現行)、500千円以下：4/5〕

59,552 71,417 ▲11,865

7
福祉保健部

(こども福祉課)
富山市友情の旅補助事業費 補助金額の見直しによる事業費の減。 550 600 ▲50

8
福祉保健部

(大沢野地域福
祉課)

アドベンチャーキャンプ事業
費

補助金額の見直しによる事業費の減。 400 500 ▲100

9
福祉保健部
(長寿福祉課)

認知症・ねたきり高齢者介護
手当支給事業

支給金額（一律10,000円→非課税世帯10,000円、その他の世帯5,000
円）の見直しによる事業費の減。

123,109 157,440 ▲34,331

10
福祉保健部
(長寿福祉課)

福祉の人づくり事業
3年間のモデル事業終了につき、推進会議や研修会の開催回数の見直
しによる事業費の減。

1,080 3,612 ▲2,532

11
福祉保健部
(保健所総務

課)
健康づくり推進事業費

富山市健康プラン21推進委員会の委員の構成を見直すことによる人数
の減、及び禁煙支援セミナーの廃止による事業費の減。

3,133 3,936 ▲803

縮小　計（４９件）



増減No. 事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算

12
福祉保健部
(保健所総務

課)
健康診査事業費

30歳代を対象とした「女性のための健康診査」を平成21年度をもって廃
止としたことによる事業費の減。

11,976 23,520 ▲11,544

13
福祉保健部
(保健所総務

課)
脳卒中総合対策事業

機能訓練事業の講師を市の正規職員で対応できる部分を見直すことに
より報償費の削減を図った。また、地区での研修会の回数を削減し、地
区の実状に応じて実施することとしたことによる事業費の減。

465 581 ▲116

14
福祉保健部
(保健所総務

課)

感染症事業費（新型インフル
エンザ対策費）

平成21年度の新型インフルエンザの流行に対する対応を踏まえ、周知
方法を見直した（広報・班回覧など）ことによる事業費の減。

1,121 1,596 ▲475

15
市民生活部

(生活安全交通
課)

まちの環境美化推進事業
「ふるさと富山美化大作戦」は、平成17年に市誕生記念として開催して5
年経過し、メイン会場も旧７市町村を一巡したため、事業内容を見直しし
たことによる事業費の減。

3,797 5,140 ▲1,343

16
市民生活部

(消費生活セン
ター)

みんなの消費生活展開催事
業費

事業内容の見直しによる事業費の減。 800 1,000 ▲200

17
環境部

(環境政策課)
エコタウン推進事業

エコタウン推進会議の開催回数の見直し、地元条件事業の実施期間の
見直しによる事業費の減。

10,619 14,620 ▲4,001

18
環境部

(環境政策課)
環境モデル都市推進事業費 各種会議への参加回数を見直したことによる事業費の減。 3,873 6,758 ▲2,885

19
環境部

(環境政策課)
チーム富山市推進事業

チーム富山市フェアと成果報告会を同時開催することとしたことによる事
業費の減。

5,273 8,300 ▲3,027

20
環境部

(環境政策課)
低公害車導入事業 導入台数を見直したことによる事業費の減。 8,065 14,156 ▲6,091

21
環境部

(環境センター
管理課)

廃棄物減量等推進員育成事
業

平成22年度は推進員の改選時期であることから、推進員委託業務内容
の見直しを図ったことによる事業費の減。

2,445 3,669 ▲1,224

22
環境部

(環境センター
管理課)

ごみ減量普及啓発事業
啓発用タウン紙「みどりさん」休刊など周知啓発内容の見直しによる事
業費の減。

8,130 13,053 ▲4,923

23
商工労働部
(商業労政課)

若年者雇用対策事業費
ニート・フリーター支援事業として実施している支援セミナー＆個別相談
会について、開催回数(2回→１回)の見直しによる事業費の減。

123 237 ▲114

24
商工労働部
(商業労政課)

若年者就職支援事業 事業内容の見直しによる事業費の減。 1,554 1,727 ▲173

25
商工労働部
(商業労政課)

県外企業・富山赴任者との
懇談会開催事業

開催回数（2回→1回）の見直しによる事業費の減。 32 64 ▲32

26
商工労働部
(商業労政課)

装飾灯電灯料補助金 補助率を段階的に引き下げ、将来的に補助制度を廃止する。 1,265 1,593 ▲328

27
商工労働部
(観光振興課)

観光サポーター研修事業 事業内容の見直しによる事業費の減。 900 1,000 ▲100

28
商工労働部
(観光振興課)

産業観光推進事業 事業内容の見直しによる事業費の減。 800 1,000 ▲200

29
商工労働部
(観光振興課)

都市間観光交流推進事業
岐阜市と協議し、都市間交流観光バスツアー補助事業の実績を考慮し
た事業内容の見直しによる負担金の減。

2,000 2,500 ▲500

30
商工労働部
(観光振興課)

富山市PRポスター作成事業 作成枚数（2,000枚→1,000枚）の見直しによる事業費の減。 605 1,210 ▲605

31
商工労働部
(観光振興課)

とやまの味覚市開催事業
スポレクとやま2010との同時開催のため、規模を縮小して実施すること
による事業費の減。

1,500 4,700 ▲3,200

32
農林水産部

(山田産業建設
課)

里地棚田保全整備事業
山田のかかしコンテストについて、事業内容の見直しによる事業費の
減。

50 400 ▲350



増減No. 事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算

33
都市整備部
(都市政策課)

景観まちづくり推進事業費
意識啓発に係る業務（情報誌、フォーラム）を隔年実施としたことによる
事業費の減。

229 1,055 ▲826

34
都市整備部

(中心市街地活
性化推進課)

中心商店街等活性化推進事
業

イベントに対する補助金を減額したことによる事業費の減。 2,940 3,370 ▲430

35
建設部
(道路課)

生活道路整備事業
新規事業の精査、継続事業における整備延長等の見直しによる事業費
の減。

221,649 771,400 ▲549,751

36
建設部

(公園緑地課)
花いっぱいコンクール事業 審査に係る日数等を見直すことによる事業費の減。 792 978 ▲186

37
建設部

(公園緑地課)
緑花活動支援事業 配布のための花苗生産量を見直すことによる事業費の減。 17,206 18,673 ▲1,467

38
建設部

(公園緑地課)
緑化審議会事業 緑化審議会に係る視察の見直し（毎年→2年に1回）による事業費の減。 0 106 ▲106

39
建設部

(公園緑地課)
くれは悠久の森事業 事業内容の精査による負担金の減。 2,000 3,000 ▲1,000

40
建設部

(防災対策課)
防災訓練事業 事業内容の見直しによる事業費の減。 1,300 1,500 ▲200

41
建設部

(防災対策課)
災害時要援護者支援事業 消耗品および食糧費等の単価の見直しによる事業費の減。 316 500 ▲184

42
建設部

(防災対策課)
国民保護関係事務費 協議会開催数の見直しや食糧費等の単価の見直しによる事業費の減。 265 785 ▲520

43
教育委員会
(学校教育課)

問題を抱える子等の自立支
援事業

国からの委託金減額に伴う事業内容の見直しによる事業費の減。 595 850 ▲255

44
教育委員会
(学校教育課)

小学校学校体育文化振興事
業費

体育文化活動の補助金について、他校とのバランスを考えて見直しした
ことによる事業費の減。

1,670 1,965 ▲295

45
教育委員会
(学校教育課)

中学校学校体育文化振興事
業費

体育文化活動の補助金について、他校とのバランスを考えて見直しした
ことによる事業費の減。

10,674 12,410 ▲1,736

46
教育委員会
(学校保健課)

専門医制度運営事業 実施回数の見直しによる事業費の減。 1,260 1,330 ▲70

47
教育委員会
(生涯学習課)

子どもかがやき教室 実行委員会開催回数の見直し、実施事業の見直しによる事業費の減。 10,290 10,795 ▲505

48
教育委員会
(生涯学習課)

ふるさとづくり推進事業費 ふるさと活性化補助金の見直しによる事業費の減。 38,330 40,500 ▲2,170

49
教育委員会

(教育センター)
調査研究事業費 小学校社会科副読本作成の委託内容の見直しによる事業費の減。 2,116 2,900 ▲784

8,948 22,353 ▲13,405

1
福祉保健部
(保健所総務

課)

保健・医療・福祉ネットワーク
事業費

生活習慣改善指導事業と整理統合した。 3,086 3,649 ▲563

2
市民生活部

(市民生活相談
課)

相談事業 消費生活センターと重複する多重債務相談を整理統合した。 2,876 3,150 ▲274

3
市民生活部

(市民生活相談
課)

市民感謝と誓いのつどい開
催事業

事業の一部が「富山市のあゆみ展開催事業」と重複し、また、「富山市
のあゆみ展開催事業」の開催効果が薄れていることから、事業を整理統
合した。

2,100 2,000 100

整理統合　計（１４件）



増減No. 事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算

4
市民生活部

(市民生活相談
課)

富山市のあゆみ展開催事業
事業の一部が「市民感謝と誓いのつどい開催事業」と重複し、また、「富
山市のあゆみ展開催事業」の開催効果が薄れていることから、事業を整
理統合した。

0 623 ▲623

5
市民生活部

(生活安全交通
課)

クマ対策支援事業 平成22年度から森林政策課の鳥獣対策費と整理統合する。 0 687 ▲687

6
商工労働部

(大沢野農林商
工課)

特産品開発・販路拡大事業
（大沢野）

3行政センター（大沢野、大山、婦中）で行っていた補助金交付事務を、
本庁が一括して行う。

0 87 ▲87

7
商工労働部

(大山農林商工
課)

地域総合振興事業（特産品
販売促進事業）（大山）

3行政センター（大沢野、大山、婦中）で行っていた補助金交付事務を、
本庁が一括して行う。

0 175 ▲175

8
商工労働部

(婦中農林商工
課)

地場産品販路拡大推進事業
（婦中）

3行政センター（大沢野、大山、婦中）で行っていた補助金交付事務を、
本庁が一括して行う。

0 297 ▲297

9
商工労働部
(薬業物産課)

特産品開発・販路拡大事業
補助金

3行政センター（大沢野、大山、婦中）で行っていた補助金交付事務を、
本庁が一括して行う。

500 0 500

10
農林水産部
(農業水産課)

地元畜産物消費拡大推進事
業

当事業ついては、グリーンツーリズムの一環として取り組むこととし、都
市農山村交流促進対策事業と整理統合する。

0 67 ▲67

11
農林水産部
(農業水産課)

学校給食用野菜供給拡大事
業

事業目的が類似する学校給食ふるさと食材活用拡大事業と整理統合す
る。

0 2,600 ▲2,600

12
農林水産部
(農業水産課)

寄り回り波被害防止対策事
業

漁港管理費（単独）へ整理統合する。 0 6,000 ▲6,000

13
農林水産部
(森林政策課)

猿倉山森林公園管理運営費
平成21年度で猿倉山スキー場を廃止することから、猿倉山スキー場管
理運営費についても廃止し、今後の猿倉山森林公園全体の活用につい
て、猿倉山森林公園管理運営費に整理統合する。

250 1,200 ▲950

14
都市整備部

(中心市街地活
性化推進課)

中心市街地活性化推進事業 歩行者通行量調査について、商業労政課の事業と整理統合した。 136 1,818 ▲1,682

42,279 135,438 ▲93,159

1
福祉保健部

(こども福祉課)
子育てサロン事業

県の補助事業(県主体事業、補助率1/2)であるが、市負担が生じるた
め、平成21年度をもって、新規申請の受付を中止する。なお、平成21年
度現在で補助金交付法人については、市の補助要綱に従い、補助金交
付開始月から24か月までの経過措置を設ける。

808 808 0

2
福祉保健部

(こども福祉課)
父子家庭等児童福祉金支給
事業

平成22年8月より児童扶養手当の支給対象が父子家庭等の父に拡大さ
れることにより、平成22年7月末にて廃止する。なお、児童扶養手当非該
当者については、経過措置を設ける。

3,300 6,640 ▲3,340

3
福祉保健部

(大沢野地域福
祉課)

遺児福祉年金支給事業
平成21年度より3年間で、支給額（平成20年度ベース）を1/3ずつ減額
し、平成23年度をもって事業を廃止する。

691 1,762 ▲1,071

4
福祉保健部

(大山地域福祉
課)

母子家庭児童手当支給事業
平成21年度より3年間で、支給額（平成20年度ベース）を1/3ずつ減額
し、平成23年度をもって事業を廃止する。

5 10 ▲5

5
福祉保健部

(婦中地域福祉
課)

母子福祉年金支給事業
平成21年度より3年間で、支給額（平成20年度ベース）を1/3ずつ減額
し、平成23年度をもって事業を廃止する。

3,120 6,696 ▲3,576

6
市民生活部

(市民生活相談
課)

地域づくり市民交流事業
イベント事業については補助金を減額したことによる事業費の減。市民
交流事業については平成22年度をもって事業を廃止する予定。

9,750 13,012 ▲3,262

7
市民生活部

(生活安全交通
課)

違法駐車等防止事業 平成22年度をもって事業を廃止する。 2,892 4,397 ▲1,505

8
環境部

(環境センター
管理課)

生ごみ処理機器購入補助金
事業の必要性を考慮し、平成22年度を終期に設定。
・電気式処理機器の補助廃止（H21.12）
・コンポストの補助廃止（H22.12）

390 4,104 ▲3,714

9
商工労働部
(商業労政課)

商工会共済融資保証料助成
金

平成22年度をもって制度を廃止する。 268 335 ▲67

終期設定　計（１３件）



増減No. 事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算

10
農林水産部
(農業水産課)

中山間地域特産品開発事業 平成22年度で終了する予定で、試作用種苗の導入を行わない。 855 975 ▲120

11
都市整備部

(中心市街地活
性化推進課)

賑わい横丁運営事業
（株）まちづくりとやまへの補助については、中心商店街に少ない飲食店
の運営の必要性は高いが、利用者数が減少しているため、厨房器具の
リース期間終了に併せ、平成21年度をもって終了する。

16,235 16,634 ▲399

12
教育委員会

(統合校整備等
推進室)

分離校新設事業費
ＰＦＩ事業維持管理モニタリング業務委託について、新設校の供用開始
以後3年間を目途として段階的に縮小し、平成24年度に廃止する予定。

3,565 79,613 ▲76,048

13
教育委員会
(民俗民芸村)

日本海文化研究事業費 平成22年度末で組織を廃止する。 400 452 ▲52

154,753 417,837 ▲263,084

1
市民生活部

(消費生活セン
ター)

家庭用品再利用推進事業費 民間委託（シルバー人材センター）による事業費の減。 976 1,236 ▲260

2
環境部

(環境センター
管理課)

環境事務所・車庫維持管理 収集業務の民間委託等による車輌等の維持管理費用の減。 1,526 2,605 ▲1,079

3
環境部

(環境センター
管理課)

塵芥収集車両維持管理事
業・塵芥収集車両更新事業・
職員管理

収集業務の民間委託等による車輌等の維持管理費用の減。 52,119 57,636 ▲5,517

4
商工労働部

(山田産業建設
課)

牛岳温泉健康ｾﾝﾀｰ事業特
別会計繰出金

平成22年4月から指定管理者制度へ移行することによる事業費の減。 49,316 54,461 ▲5,145

5
商工労働部

(山田産業建設
課)

(牛岳温泉健康センター事
業)
健康センター事業費

平成22年4月から指定管理者制度へ移行することによる事業費の減。 49,316 150,375 ▲101,059

6
商工労働部

(山田産業建設
課)

(牛岳温泉健康センター事
業)
グリーンパレス事業費

平成22年4月から指定管理者制度へ移行することによる事業費の減。 0 69,221 ▲69,221

7
商工労働部

(公営競技事務
所)

(競輪事業)
開催費

平成22年4月から包括委託を実施することによる事業費の減。
（主催開催分経費削減見込額）

0 36,000 ▲36,000

8
都市整備部

(中心市街地活
性化推進課)

グランドプラザ運営事業 平成22年4月から指定管理者制度へ移行することによる事業費の減。 1,500 46,303 ▲44,803

2,787,914 2,791,061 ▲3,147

1
環境部

(環境保全課)
市営墓地管理費 長岡墓地園路舗装について整備計画期間を延伸した。 9,640 12,915 ▲3,275

2
環境部

(環境保全課)
斎場管理費 斎場入口の自動ドア化工事等について整備計画期間を延伸した。 2,981 8,300 ▲5,319

3
環境部

(環境保全課)
地下水保全対策事業

平成22年度は、会議等の開催を休止することし事業実施期間を延伸し
た。

0 1,126 ▲1,126

4
環境部

(環境センター
管理課)

中継基地維持管理事業 施設の機器整備計画期間を延伸した。 3,400 4,288 ▲888

5
環境部

(環境センター
管理課)

終処分場維持管理事業 施設の機器整備計画期間を延伸した。 23,262 26,614 ▲3,352

6
環境部

(環境センター
管理課)

つばき園維持管理 施設の機器整備計画期間を延伸した。 14,737 15,500 ▲763

7
農林水産部

(国土地籍調査
費)

国土地籍調査費
平成16年度から調査を進めてきた上飯野地区が平成22年度で終了。下
野地区については調査実施先送りとした。

3,550 12,344 ▲8,794

民間委託　計（８件）

期間延伸　計（１８件）



増減No. 事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算

8
建設部

(公園緑地課)
まちなか緑花事業 事業完了年度を延伸し、単年度事業費を圧縮したもの。 15,545 17,659 ▲2,114

9
教育委員会
(学校施設課)

屋内運動場建設事業（小学
校）

実施設計（1校）を次年度以降へ先送りとした。 535,450 782,590 ▲247,140

10
教育委員会
(学校施設課)

大規模改造事業（小学校） 実施設計（2校）を次年度以降へ先送りとした。 711,250 232,700 478,550

11
教育委員会
(学校施設課)

学校プール建設事業 改築工事（2校）を次年度以降へ先送りとした。 70,000 77,600 ▲7,600

12
教育委員会
(学校施設課)

校舎改築事業（小学校） 実施設計（2校）、改築工事（2校）を次年度以降へ先送りとした。 1,290,917 1,195,374 95,543

13
教育委員会
(学校施設課)

屋内運動場建設事業（中学
校）

改築工事（1校）を次年度以降へ先送りとした。 0 128,777 ▲128,777

14
教育委員会
(学校施設課)

校舎改築事業（中学校） 実施設計（1校）を次年度以降へ先送りとした。 0 130,150 ▲130,150

15
消防局
(総務課)

分団器具置場の改築事業 平成22年度整備予定箇所の一部を先送りとした。 33,700 41,500 ▲7,800

16
消防局
(警防課)

消防水利整備事業（耐震性
貯水槽）

隔年で整備の方針であり、平成22年度は本来整備の年度であるが先送
りとした。

0 0 0

17
消防局
(警防課)

機械器具等整備事業 援助隊用支援資機材の整備を先送りとした。 1,096 4,776 ▲3,680

18
消防局
(警防課)

消防車両等購入整備事業 平成22年度整備予定車両の一部を先送りとした。 72,386 98,848 ▲26,462

0 3,226,165 ▲3,226,165

1
企画管理部
(情報統計課)

全庁型地図情報システム整
備事業

平成21年度で整備事業が完了。 0 40,000 ▲40,000

2
企画管理部

(八尾総務振興
課)

文化芸術による創造のまち
支援事業

平成16年度から文化庁補助を受け「文化芸術による創造のまち支援事
業」を6年間にわたり実施してきたが、文化芸術を通したまちづくりの意
識の醸成を図ることができたため、平成21年度で事業完了とする。

0 1,000 ▲1,000

3
福祉保健部

(こども福祉課)
次世代育成支援対策推進事
業

後期(H22～H26)の富山市次世代育成支援行動計画の策定の完了に伴
い、平成21年度で事業を完了。

0 1,000 ▲1,000

4
市民生活部
(市民課)

交付呼出番号自動表示設備
更新事業

設備の更新に伴い、平成21年度で事業を完了する。 0 738 ▲738

5
市民生活部
(市民課)

戸籍システム機器更新事業 システム機器更新に伴い、平成21年度で事業を完了する。 0 536 ▲536

6
市民生活部
(市民課)

地区センター新設事業
市民課関連事務機器、庁用器具の整備について、平成21年度で事業を
完了する。

0 161 ▲161

7
市民生活部

(生活安全交通
課)

自転車駐車場整備事業 五福自転車駐車場の完成に伴い、平成21年度で事業を完了する。 0 7,000 ▲7,000

8
市民生活部

(消費生活セン
ター)

災害緊急融資利子補給事業 平成21年度をもって事業を完了する。 0 170 ▲170

9
商工労働部

(公営競技事務
所)

(競輪事業)
包括委託推進事業

平成21年度で事業完了。 0 180 ▲180

完了　計（２４件）



増減No. 事務事業名部局名 見直しの内容 H22当初予算 H21当初予算

10
農林水産部
(農業水産課)

水産基盤ストックマネージメ
ント事業

機能保全計画の策定を平成21年度で完了した。 0 16,000 ▲16,000

11
都市整備部
(都市政策課)

市内電車環状線化記念事業
費

平成21年度をもって事業を完了する。 11,926 ▲11,926

12
都市整備部
(都市政策課)

都市計画GISデータ作成事
業費

平成21年度をもって事業を完了する。 5,700 ▲5,700

13
都市整備部
(都市政策課)

景観まちづくり支援制度事業
費

平成21年度をもって事業を完了する。 2,000 ▲2,000

14
都市整備部
(都市政策課)

屋外広告物台帳システム作
成事業費

平成21年度をもって事業を完了する。 1,955 ▲1,955

15
都市整備部

(路面電車推進
室)

市内電車環状線化事業 平成21年度にて、市内電車環状線事業が開業となり事業を完了とする。 0 1,030,290 ▲1,030,290

16
都市整備部

(路面電車推進
室)

市内電車環状線化関連事業 平成21年度にて、市内電車環状線事業が開業となり事業を完了とする。 0 1,595,802 ▲1,595,802

17
都市整備部

(都市再生整備
課)

都市再生整備事業
自主事業として実施できる体制が整備されたため平成21年度をもって事
業を完了する。

0 790 ▲790

18
都市整備部

(都市再生整備
課)

大手モール周辺地区街並み
整備支援事業

自主事業として実施できる体制が整備されたため平成21年度をもって事
業を完了する。

0 2,000 ▲2,000

19
建設部

(公園緑地課)
城址公園東濠水質改善事業 平成21年度をもって事業完了。 0 7,200 ▲7,200

20
建設部

(公園緑地課)
富山市造園専門家ﾀﾞｰﾗﾑ市
派遣事業

平成21年度をもって事業完了。 0 1,088 ▲1,088

21
建設部

(公園緑地課)
モザイカルチャー出展事業 平成21年度をもって事業完了。 0 5,000 ▲5,000

22
上下水道局
(流杉浄水場)

(水道事業)
流杉浄水場の整備

流杉浄水場改築工事が完了したことにより、平成21年度をもって事業を
完了する。

0 491,354 ▲491,354

23
消防局
(総務課)

地上デジタル放送受信切替
え事業

アナログ放送からデジタル放送へ移行することに伴い、常備消防庁舎の
テレビ受信設備の整備を平成21年度で完了。

0 700 ▲700

24
消防局

(通信指令課)
通信指令システム維持管理
事業

地図データ更新について、指令台及び署所端末装置用住宅地図の更
新を平成21年度で完了。

0 3,575 ▲3,575

972,012 791,379 180,633

1
福祉保健部
(長寿福祉課)

老人福祉センター・老人憩い
の家運営事業

呉羽山・海岸通・南・大山・水橋・東の６館において入館料を導入するこ
とによる歳入の増。

35,514 41,485 ▲5,971

2
福祉保健部
(長寿福祉課)

シニアライフ講座運営事業 受講料単価の見直しによる歳入の増。 16,977 17,691 ▲714

3
福祉保健部
(保健所総務

課)
がん検診事業

対象者の増により事業費は大きくなるが、自己負担金の見直しにより歳
入の増。（各検診項目で自己負担金の増額）

596,248 502,991 93,257

4
福祉保健部
(保健所総務

課)
口腔衛生予防対策事業

妊婦歯科健診自己負担金の見直し（1,000円→1,300円）による歳入の
増。

6,111 6,345 ▲234

5
福祉保健部
(保健所総務

課)

予防接種費（インフルエンザ
予防接種費）

対象者の増により事業費が大きくなるが、自己負担金の見直しによる歳
入の増。（1,200円→1,500円）

300,662 209,367 91,295

継続　計（６件）
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6
農林水産部
(農政振興課)

「目指せ担い手」農地集積促
進事業

新規設定のみを補助対象とする。 16,500 13,500 3,000

4,799,929 9,452,169 ▲4,652,240合　計（１５８件）


